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見沼たんぼの歴史はおよそ 3 つの時代区
分で概観できる。
1．自然の時代（縄文時代～江戸時代初期）
古代、海面は現在よりも高く、現在の見沼
たんぼのある地域は東京湾とつながる入り
江であった。約 6000 年前を境に入り江
が後退。荒川の下流が土砂で次第に高く
なって東京湾と分離し、無数の沼や湿地が
生まれた。
2．溜井の時代（江戸時代初期～中期）
徳川家康は、財政的基盤として水田確保の
ため、見沼たんぼを灌漑用水池とするよう
命じた。寛永 6 年（1629）、見沼南端の両
岸の距離が最も狭くなっているさいたま市附
島と川口市木曽呂との間に堤を築いた。
　この堤は長さが 8 町（約 870m）あっ
たことから「八丁堤」と呼ばれている。こ
れにより、用水をためるために、周囲四十
数キロ、面積 1200ha に及ぶ、平均水深
1m の見沼溜井が完成した。
3．たんぼの時代（江戸時代中期～戦後）
徳川吉宗による幕府の財政改革（享保の改
革）のため、数多くあった池沼の新田開発
が命じられた。そのひとつとして、享保
12 年（1727）に八丁堤を切って見沼溜
井が干拓され、見沼たんぼは生まれた。見
沼たんぼが開かれてから今日まで稲作が行

われており、特に戦後は食糧増産を支える
貴重な農業生産の場となった。
　昭和 33 年（1958）9 月に関東地方
を襲った狩野川台風により、見沼たんぼ全
域にわたって湛水するとともに、下流域の
川口市の市街地の大半が浸水するという大
きな被害が発生した。このとき、見沼たん
ぼの遊水機能が注目され、主に治水上の観
点から開発抑制策が講じられる。昭和 40
年（1965）に、見沼たんぼの宅地化は原
則認めないとする「見沼三原則」が制定さ
れたのである。

近年における著しい都市化の進展や営農環
境の変化などにより、見沼たんぼに対する
開発圧力が増大してきている。その一方で、
首都近郊に残された数少ない大規模な緑地
空間として見沼たんぼを保全していこうと
いう動きが活発化。平成 7 年（1995）4
月に、「見沼三原則」に代わる新たな土地
利用の基準として「見沼田圃の保全・活用・
創造の基本方針」が策定された。
　さらに、平成 10 年（1998）には、土
地の買い取りや借受けによる荒地化の拡大
や新たな開発を防止して見沼たんぼの保全
を図るため、公有地化推進事業が始まった。
1．見沼たんぼ内において可能な土地利用
見沼田圃の保全・活用・創造の基本方針で

は、「見沼たんぼを人間の営みと自然が調
和を保つ地域として、また、市街地に近接
した緑豊かな空間として、効率的・安定的
に農業経営が行える場として整備するとと
もに、ライフステージに応じた自然とのふ
れあいの場として整備するなど、治水機能
を保持しつつ、農業、公園、緑地などとし
て土地利用を図る」ことが、土地利用の基
本的方向とされている。
2．見沼たんぼの公有地化
見沼田圃の保全・活用・創造の基本方針に
より土地利用が著しく制限されることとな
る場合や相続の開始などにより、この基本
方針にそぐわない土地利用が行われるおそ
れがある場合で、地権者などから申し出が
あるとき、埼玉県、さいたま市および川口
市は協調して買い取り・借受けを行っている。

見沼たんぼは、人と自然の共生、都市と自
然の共存という新たな段階の時代を迎えて
いる。農業生産の場を維持しつつ、市民共
有の環境資産として認識する時代である。
長い歴史に育まれた見沼たんぼ独自の自
然、歴史、文化を育て、後世へと伝えてい
かなければならない。（本文内容は見沼た
んぼホームページより引用）

所在地	 ：	埼玉県さいたま市、川口市
		  東京都心から20～30km圏に位置し、南

北は約14km、外周は約44km
面積	 ：	約1260ha
特徴	 ：	さいたま新都心駅や大宮駅などの主要

駅から2～3kmという近さにありながら、
たんぼや畑、雑木林、河川や見沼代用
水によってつくられる田園風景と、生きも
のを育む豊かな自然が現在も残されて

いる。この地域の歴史はとても古く、独
特の文化・伝統が継承されていることも
特徴のひとつである。首都圏にありなが
ら、美しい風景と古い歴史を残すさまざま
な見どころがある見沼たんぼは、多くの
人を魅了し、親しまれている。

プロジェクト推進窓口 ： 埼玉県企画財政部土地水政
策課

		  ☎048-830-2195

		  さいたま市都市局都市計画部みどり推
進課

		  ☎048-829-1111
見沼たんぼのホームページ ：

http://www.minumatanbo-saitama.jp
		
		  川口市企画財政部総合政策課
		  ☎TEL048-258-1110

プ ロジェクト 概 要

自然環境・エコロジー

さいたまの見沼たんぼ（埼玉県さいたま市、川口市）
市民が守る環境資産

■ プロジェクト実現のプロセス

■ 新しい基本方針

さいたま新都心と見沼たんぼ

■ 新しい役割と魅力、
　 見沼たんぼのこれから

切花用の花卉栽培

さいたま新都心と見沼たんぼを流れる
芝川

緑色の部分が見沼たんぼ
上尾市は東京から 35km、埼玉県の南東
部に位置し、東は伊奈町と蓮田市、南はさ
いたま市、西は川越市と川島町、北は桶川
市に隣接する人口約 22 万 5000 人の住
宅都市である。昭和 40 年代から首都近郊
のベッドタウンとして人口が急増し、この
地区でも上尾東団地が建設され急速に宅地
化が進行した。乱開発によるスプロール化、
宅地並み課税による農家の税負担を軽減す
るため、市街化区域内農地の資産活用の必
要性が高まり、まちづくりの検討が開始さ
れた。
　この事業地区は、昭和 54 年度、55 年
度の 2 年度にわたり国土庁の農住型土地
利用転換推進計画策定事業を実施し、56
年 3 月に転換計画策定協議会が基本構想
を決定した。これをもとに昭和56年9月、
国土庁、上尾市、JA 全中、上平農協長、
設立検討地区世話人代表ほか地権者数人が
出席し、農住組合法（現行基準：法で定め
る市街化区域内農地所有者 3 人以上で、
おおむね 5000㎡以上の農地が、2 分の
1 以上を占める地区で、地区面積の半分程
度の農地を残せる面整備の手法）施行後
3 ヵ月で一部通達も出ていないなか、農住
組合制度による全国で初めての事業実施に
ついての協議がなされた。
　この協議で、制度実施にあたり、行政内
の多部署にまたがる事業体制の整備、全員
合意のあり方、任意事業への行政の接し方、
土地区画整理との比較など、農業的土地利
用共存型のまちづくりは、新設の農住組合
制度で行うことについて議論された。その
後、地元上尾市が検討の結果、農住組合の
設立準備に同意することを決定。これを受
け、国、県、市、JA グループ各団体が今
まで手がけたことのない事業への全面的な
支援・指導を取り決めた。
　農住組合設立までの道程は、昭和 57 年
1 月 24 日発起人の選出、2 月 11 日設
立準備会、3 月 14 日創立総会の開催を経

て、4 月 14 日埼玉県知事により設立認可
が下ろされた。その後、昭和 60 年 9 月
換地処分、翌年 3 月に土地区画整理事業
が終了した。現在でも地区面積の約 18％
が農地利用され、農と住の調和した緑あふ
れるまちづくりが継続し実践されている。

農家地権者は、地区内の全農家 10 戸から
各 1 人により発起人会を設立。代表は中
川勇氏。宅地権者（17 戸）の代表もオブ
ザーバーとして参加した。
　市は、初動機において農住型土地利用転
換推進計画策定事業で、マスタープランと
整合性ある転換計画の策定をするととも
に、設立準備の同意を機に、土地区画整理
事業補助金交付要綱による総額 3000 万
円の助成と、賃貸住宅建設に伴う開発負担
金の軽減策を講じ、支援している。また、
打ち合わせ会議には市の担当部署が必ず出
席し、事業期間を通じて、模範的な支援・
協力を行った。

農家の所有地は、多くの場合、零細かつ分
散しており、個別に家庭事情が異なる。こ
れに都市化への移行プロセスや時間を加味
すると、地域的な農地活用・保全の計画化
は複雑である。この農家地権者がまちづく
りで課題とする長期生活設計指導、農地活
用・保全計画指導、農あるまちづくりは、
農協が主体となり次のとおり進めた。
　組合設立後、まず取り組んだのは、地権

者の土地利用意向の調整であった。昭和
57 年 5 月から地権者の土地利用意向調
査、8 月からは個別の生活設計・土地利用
相談を、地権者のほかに主な家族が一堂に
会して各戸 2 回ずつ行われた。その結果、
全体計画では共同賃貸住宅用地、戸建住宅
用地、商業用地および営農地のそれぞれに
ついて集団化を図る（目的換地）こととし、
共同賃貸住宅用地については県住宅供給公
社マンションに隣接する地区南部に、戸建
住宅用地は地区内既設住宅に隣接させ地区
西部に、営農地は農地所有者の住宅に隣接
する地区北部に配置。これらの中央接点に、
商業用地と公園およびコミュニティセン
ターを配置した。
　個人別計画では、施行後の面積の規模に
より、経営の長期安定・リスク低減の視点
から、営農地、賃貸住宅、戸建用地への分
散化を図ることとし、協同の力で、個々で
は果たしえない幾多の便益を手にすること
を可能とした。保留地は県住宅供給公社に
売却処分し、事業期間を短縮した。

地権者自らが緑あふれるまちづくりを意識
し、生産緑地である梨園、ぶどう園、それ
に近接する貸農園（宅地化農地）を設けて、
訪れる観光客や貸農園を利用する地区内外
の居住者が交流することで、新たな地域コ
ミュニティが形成されている。
　また、この農を生かした良好な住環境が、
市営球場など公的施設の設置を呼び、相乗
効果を生むまちづくりとなっている。

所在地	 ：	上尾市大字西門前字南
字原山、大字田向地内

地区面積	 ：	3.46ha
組合員数	 ：	39人（農地所有者15人）
組合設立	 ：	昭和57年4月
事業認可	 ：	昭和57年12月
仮換地指定	：	昭和58年3月
保留地売却開始	：	昭和59年7月
保留地売却完了	：	昭和59年12月
換地処分	 ：	昭和60年7月

組合解散	 ：	平成13年5月
用途地域	 ：	1中高
事業費	 ：	2億2600万円
施行前農地面積	：	2万9465㎡
施行後農地面積	：	1万5538㎡
合算減歩率	：	25.47％
公共減歩率	：	19.88％
保留地減歩率	：	5.59％

【土地利用現況】
農地総面積	：	6142㎡
生産緑地	 ：	4286㎡
宅地化農地	：	1856㎡
戸建住宅	 ：	45戸
共同住宅	 ：	7棟、89戸
梨園	 ：	1カ所
ぶどう園	 ：	1カ所
直売所	 ：	1カ所
貸農園	 ：	1カ所

プ ロジェクト 概 要

■ プロジェクト実現のプロセス

■ 主体の取り組み

生産緑地での梨園

■ ネック克服の仕組みと工夫

農地と宅地の両立

上尾市上平農住組合（埼玉県上尾市）
地域交流を生み出す農住組合第1号のまちづくり

■ 新しい役割と魅力

遠景に見える地区外の市民球場 農と緑あふれる共同賃貸住宅


